
﻿　　i

はしがき

本書は、令和 7年 5月に成立した「譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する
法律」（令和 7年法律第 56 号。以下「譲渡担保法」という。）の解説のほか、資料
として譲渡担保法に基づく読替えに係る読替表を収録するものである。
解説部分は、法務省民事局において譲渡担保法の立案事務に関与した笹井朋
昭、伊賀和幸、淺野航平、工藤智、寺畑亜美、森下宏輝、遠藤隆、金﨑哲平、日
下部祥史及び廣瀬智彦が執筆し、NBLに連載した「『譲渡担保契約及び所有権留
保契約に関する法律』及び『譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律の施
行に伴う関係法律の整備等に関する法律』の解説」に若干の修正を加えたもので
ある。
また、読替表は、多数の準用読替規定、適用読替規定を置く譲渡担保法の理解
の一助とするために作成したものである。なお、明示的な読替規定による読替え
以外の読替えについては、編者自身の責任において作成したものであることにご
留意いただきたい。
解説部分の初出時には株式会社商事法務の中川はな氏に、また、本書の刊行に
当たっては同社の宮尾悠子氏、木村太紀氏に、大変お世話になった。心より感謝
申し上げる。

令和 8年 10 月
法務省民事局民事法制管理官　笹井朋昭　



ii　　凡　　例

凡　　例

1 　本書解説において、譲渡担保法の条文を引用するときは、法律名を省略する
場合がある。
2　本書解説において、整備法による改正前の法令を指すときは「改正前○○
法」、改正後の法令を指すときは「改正後○○法」という。
3　本書読替表において、傍線部分は読替部分（二重線部分は読替規定による読
替部分）を表す。

譲渡担保法　　�譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律（令和 7年法律第
56 号）

整備法　　　　�譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律の施行に伴う関係
法律の整備等に関する法律（令和 7年法律第 57 号）

特例法　　　　�動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法
律（平成 10 年法律第 104 号）

承認援助法　　�外国倒産処理手続の承認援助に関する法律（平成 12 年法律第 129
号）

仮登記担保法　仮登記担保に関する法律（平成 16 年法律第 152 号）
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